第１号様式
文　　　書　　　番　　　号　

　　　　　年　　月　　日　

東　京　都　知　事　　殿

事業者名
申　請　者

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金に係る
交付申請について

社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請します。

記

１　申請額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

２　施設別申請額内訳　　別紙１

３　施設別事業調書　　　別紙２
４　申請額算出内訳　　　別紙３
５　設置者が暴力団等に該当しない旨の誓約書　　　別紙４
別紙１（第１号様式）
　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金施設別申請額内訳

１　施設別内訳

　（１）　○○年度

（単位：円）

	施設名
	補助対象経費
	申請額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


　（２）　○○年度

（単位：円）
	施設名
	補助対象経費
	申請額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


　（３）　全体
（単位：円）

	施設名
	補助対象経費
	申請額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


　　注１）「補助対象経費」欄には、別紙２「施設別事業調書」に記載の「選定額」の合計欄の額を記入すること。

　　注２）「申請額」欄には、別紙２「施設別事業調書」に記載の「申請額」の合計欄の額を記入すること。

（添付書類）

⑴　施設概要（施設種別、所在地、定員、規模、事業内容等）

⑵　歳入歳出予算書抄本（参考例①）

⑶　借入金償還計画書（参考例②）

⑷　設計図書

　・　建物の配置図、平面図、立面図等で、用途及び面積を明示したものに、マーカー等を用いるなどして補助対象となる建物を明示すること。

⑸　工事請負契約書の写し及び設計監理契約書の写し
⑹　費目別内訳書

⑺　仕様書

⑻　昭和５６年以前（新耐震設計基準施行前）に建てられた建物又は平成１２年５月３１日までに新築の工事に着手した平家建て若しくは２階建てで在来軸組工法の木造の建物であることが確認できる書類（建築確認関係書類や、登記簿等）の写し

⑼　耐震診断報告書

　　耐震改修工事前と改修工事後の建物耐震診断報告書を提出すること。
別紙４（第１号様式）
　
誓　約　書
東 京 都 知 事　　殿
社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金交付要綱第８条の規定に基づく補助金等の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当しないことをここに誓約いたします。

また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第１３条第１６項の規定により補助金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、同要綱第１３条第１７項の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。
あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認のため、警視庁へ照会がなされることに同意いたします。

年　　月　　日

住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

＊　法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入すること。

＊　この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。

　・　暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者

　・　暴力団員を雇用している者

　・　暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者

　・　暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者

　・　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者
第２号様式
請　　　　　　求　　　　　　書

金　　　　　　　　　　　　　円

ただし、　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金として、
上記の金額を請求します。

　　　年　　　月　　　日

東　京　都　知　事　　殿

補助事業者名
申　請　者

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　印

＜請求内訳書＞

（単位：円）

	区分
	交付決定額

A
	請求額

B
	残額

C＝A－B

	耐震改修
	
	
	

	仮設施設整備
	
	
	


（添付書類）

⑴　印鑑証明書（発行日から3か月以内のもの）

⑵　支払金口座振替依頼書（口座情報払用）

第３号様式

文　　　書　　　番　　　号　

　　　　　年　　月　　日　

東　京　都　知　事　　殿

補助事業者名
申　請　者

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　印

　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金変更等承認申請書

　　年　　月　　日付　　　第　　　号により交付決定のあった標記事業について、下記のとおり変更（中止又は廃止）したいので、社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金交付要綱第１３条第３項の規定に基づき、承認を申請します。

記

１　変更後の補助金の額　　別紙１

２　施設別変更申請額内訳書　　別紙２

３　施設別変更事業調書　　　　別紙３

４　変更申請額算出内訳　　別紙４

５　変更の内容及び理由

別紙１（第３号様式）

変更後の補助金の額

（単位：円）

	変更前
	変更後
	増△減

	
	
	


　

　注）別紙２「変更施設別申請額内訳書」の「都補助変更申請額」に記載の合計額を記入すること。

別紙２（第３号様式）

　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金施設別変更申請額内訳

１　施設別内訳

（１）　○○年度

（単位：円）

	施設名
	都補助基本額
	都補助変更申請額

	
	変更前
	変更後
	増△減
	変更前
	変更後
	増△減

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


（２）　○○年度

（単位：円）

	施設名
	都補助基本額
	都補助変更申請額

	
	変更前
	変更後
	増△減
	変更前
	変更後
	増△減

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


（３）　全体

（単位：円）

	施設名
	都補助基本額
	都補助変更申請額

	
	変更前
	変更後
	増△減
	変更前
	変更後
	増△減

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	


注１）「都補助基本額」欄には、別紙３「施設別変更事業調書」に記載の「都補助基本額」の合計額欄の額を記入すること。

注２）「都補助変更申請額」欄には、別紙３「施設別変更事業調書」に記載の「都補助変更申請額」の合計額欄の額を記入すること。

（添付書類）

⑴　施設概要（施設種別、所在地、定員、規模、事業内容等）

⑵　歳入歳出予算書抄本（参考例①）

⑶　借入金償還計画書（参考例②）

⑷　設計図書

　・　建物の配置図、平面図、立面図等で、用途及び面積を明示したものに、マーカー等を用いるなどして補助対象となる建物を明示すること。

⑸　工事請負契約書の写し及び設計監理契約書の写し
⑹　費目別内訳書

⑺　仕様書

⑻　昭和５６年以前（新耐震設計基準施行前）に建てられた建物又は平成１２年５月３１日までに　　　　 新築の工事に着手した平家建て若しくは２階建てで在来軸組工法の木造の建物であることが確認できる書類（建築確認関係書類や、登記簿等）の写し

⑼　耐震診断報告書

　　耐震改修工事前と改修工事後の建物耐震診断報告書を提出すること。
第４号様式

文　　　書　　　番　　　号　

　　　　　年　　月　　日　

東　京　都　知　事　　殿

補助事業者名
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　印

状　況　報　告　書

社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金交付要綱第１３条第１０項に基づき下記により報告いたします。

記

	


第５号様式

文　　　書　　　番　　　号　

　　　　　　　年　　月　　日　

東　京　都　知　事　　殿

補助事業者名
申　請　者

所在地
代表者名　　　　　　　　　　　印

　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金の
事業実績報告について

　　年　　月　　日付　　　　　　第　　　　号で交付決定を受けた　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金に係る事業の実績について、社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金交付要綱第１３条第１２項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１　精算額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円

２　施設別精算額内訳　　別紙１

３　精算額算出内訳　　　別紙２

別紙１（第５号様式）

　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金施設別精算額内訳

１　施設別内訳
　⑴　耐震改修費
（単位：円）

	施設名
	都補助金受入済額
	精算額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


⑵　仮設施設整備費
（単位：円）

	施設名
	都補助金受入済額
	精算額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


⑶　合計
（単位：円）

	施設名
	都補助金受入済額
	精算額

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


　　注１）「都補助金受入済額」欄には、別紙２「精算額算出内訳」に記載の「都補助金受入済額」の合計欄の額を記入すること。

　　注２）「精算額」欄には、別紙２「精算額算出内訳」に記載の「請求額」の合計欄の額を記入すること。

（添付書類）

⑴　設計図書（交付申請時と同様の場合は不要）

⑵　歳入歳出決算書抄本

⑶　改修箇所主要部分の写真

⑷　その他必要とする書類

⑸　工事完了報告書

⑹　出来高内訳書（参考例③）

工事費費目別に契約金額、出来高金額及び出来高割合の示されているもの。交付申請時に提出する費目別内訳書と対応すること。設計監理者及び補助事業者の代表者の確認印が必要。

第６号様式

文　　　書　　　番　　　号　

　　　　　　年　　月　　日　

東　京　都　知　事　　殿

補助事業者名
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　印

　　　　年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　年　　月　　日付第　　　号で交付決定を受けた　　　　年度社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、社会福祉施設等耐震化促進事業（保護施設等耐震改修経費）補助金交付要綱第１３条第１５項に基づき、下記のとおり報告する。

記

１　整備計画内における施設の種類及び名称

２　確定額又は事業実績報告による精算額

金　　　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額（要都費補助金等返還相当額）

金　　　　　　　　　　円

４　添付書類

３の消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳等

